
集会アピール(案) 

 
昨年「特定秘密保護法」が、多くの法曹関係者や言論・文化人、市民団体な

どの反対を押し切って衆参両院で可決され成立しました。政府は法律の施行を

12 月 10 日とする方針を固め、その「施行令」や「秘密の指定と解除、適性評

価の実施の在り方などを定める運用基準」を 10 月 10 日（中旬）に閣議決定す

ると報道されました。 
 
秘密保護法に反対してきた日本弁護士連合会は 9 月 19 日、改めて法律の廃止

を求める意見書を発表しました。意見書によると、制定の必要性(制定のために

必要な立法事実)がないこと、発表された政令案や適用基準案とその修正を考慮

しても、国民の知る権利を侵害し、情報公開制度や国会の行政監視機能を阻害

する恐れは何ら払拭されておらず、また十分な国民的議論も尽くされていない、

としています。まずはこの法律を廃止し、制度の必要性や内容について改めて

国民的な議論を行うべきであり、国民的な議論を経たうえで法律が必要とされ

る場合であっても、ツワネ原則(国際原則)に則り、国民の知る権利とプライバシ

ーの保護を明文化するよう求めています。 
 
秘密保護法は「行政機関の長」が「安全保障に支障がある」と判断すれば「特

定秘密」と指定することができることになっており、特定秘密の範囲は広範で

曖昧、行政の恣意が働く余地が広くなっています。私たちが知りたい米軍や自

衛隊の情報、原発に関する情報、外交文書の情報などが隠される危険はぬぐえ

ません。しかも情報漏えいの処罰範囲が広く、刑罰も重いことから、内部告発

などもできなくなり、ジャーナリストの活動も制限され、言論の自由と国民の

知る権利を奪います。特定秘密を取り扱う公務員や国の仕事を請け負う企業の

労働者は、「適性評価」で犯罪歴、飲酒癖、交友関係まで調べられ、プライバシ

ーが侵害されます。「内閣保全監視委員会」や「情報保全監察室」などは政府内

部の組織で独立性が確保できず、国会議員が運用状況をチェックする「情報監

視審査会」も監視機関としての機能を発揮できるようになっていません。 
 
私たちは「特定秘密保護法」の施行に反対し、あくまでも法律の廃止をめざ

して運動を続けます。 
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